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【方法】全国の看護系学部で「養護教諭の教職課程」を有する大学・53 校(平成 22 年 4
月に同課程を開設済みの学部)を対象として、教職課程の運営に関する質問紙・アンケー




施」「７：卒業生を対象とする教職課程の教育課程に関する評価」の 7 項目である。 
【結果と考察】「1:教職課程の現状」に関して、「教職課程を履修学生の割合」は 10％台
が最多であり、決定時期は 1 年次決定が最多で 50％を占めた。「履修費を徴収する」の
は 6 大学で全体の 37.5％であり殆どが 3 万円内の徴収であった。一方、学内での「教職
課程センター」を開設するのは 6 大学(37.5％)のみである。「２．養護実習の実施に関し
て」は、1 科目 4 単位で実施する大学が 10 校(62.5％)と最多で実施時期は 4 年次の５～







ない」 (４校 )や記入なし (３校 )も多い。「卒業生を対象とする教職課程の評価」でも、実
施は５校で全体の３割と少ない。「養護に関する科目」の実施に関しては、「学校保健」




を読み換えて実施する大学が 6 校 (37.5％ )であった。  
【考察】調査結果を踏まえると、全国の看護系学部の「養護教諭の教職課程」の運営につ
いては、教職課程センターの開設が進んでいない点や、「養護に関する科目」を看護師課
程科目の読み替えで開講している大学が多い点、「教職課程の外部評価」「卒業生への教
育評価」を行っていないなど、文部科学省の実地視察や養護教諭養成協議会が求めるよ
うな「教育の質保証のために必要とされる体制」はいまだ整備されているとは言い難く、
今後の運営体制の整備と改善が望まれる。  
＊本研究は養護教諭養成学会大会で発表予定である。  
 
